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「消費税の仕入税額控除に関する考察―消費税法 30 条 7 項を中心に―」 
 
1.本稿の目的 





一つが、消費税法 30 条 7 項の「保存」の意義である。 
消費税法 30 条 1 項に規定する仕入税額控除は、消費税の税額算定に当たり最も重要な
















































第 3 章 消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義 























の翌日から 2 カ月を経過した日から 7 年間保存することとなっていること（消法 30 条 10
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消費税法 30 条 1 項に規定する仕入税額控除は、消費税の税額算定に当たり最も重要な








                                                   
1 租税収入に占める消費課税の割合は、2010 年度基準で 31.7%（個人所得課税 31.6%、法人
所得課税 19.7%）となっている。『所得・消費・資産等の税収構成比の国際比較（国税＋地方
税）』（財務省 HP）http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/016.htm（2013 年 12
月 30 日アクセス）  



































第 1 章 我が国の消費税の特徴 
 




















                                                   
3 水野忠恒『租税法〔第 4 版〕』（有斐閣・2009 年）706 頁。 
4 我が国の消費税の特徴として、①課税対象の範囲を広くすることにより課税ベースが大きい
こと、②単一の低税率であること、③事業者免税点が高いこと、④簡易課税制度が認められて
いること、をあげている。岩下忠吾『総説 消費税法』（財経詳報社・2006 年）5-7 頁。 
5 大蔵省为税局税制第二課『消費税法のすべて』（大蔵省印刷局・1989 年）3 頁。渡邊博史『改
正税法のすべて』（大蔵財務協会・1989 年）248 頁。 
6 森重茂樹『日本の消費税』（納税協会連合会・2000 年）44 頁。 
7 金子『前掲書（注 2）』614 頁。 
8 黒川功「仕入税額控除否認の法的限界－消費税法 30 条 7 項の運用にみる税法解釈理論の性
格と問題－」（日本法學・66 巻 3 号・2000 年）207 頁。 
9 これに対し、日本の消費税は売上税であるという意見もある。図子善信「消費税に関する問



















うとしている（消法 30 条 8 項）。 
 イ 課税仕入の相手方の氏名又は名称12 
 ロ 課税仕入を行った年月日 
 ハ 課税仕入に係る資産または役務の内容 
 ニ 課税仕入に係る支払い対価の額 
 また、請求書等とは次に掲げる事項が記載されている書類をいうとしている(消法 30 条
9 項)。 
 イ 書類の作成者の氏名又は名称 
 ロ 課税資産の譲渡等を行った年月日 
                                                   
10 湖東京至「消費税における仕入税額控除否認の法理と日本型インボイス方式導入の問題点」
（静岡大学法政研究・1 巻 1 号・1996 年）16 頁。 
11 渡辺裕泰「消費税法の沿革と改革上の諸問題」（租税法研究 34 号・2006 年）95 頁。 
12 帳簿の記載事項である課税仕入れの相手方の氏名又は名称については、消費税法施行令





 ハ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の提供の内容 
 ニ 課税資産の譲渡等の対価の額（消費税額込み） 
 ホ 書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称13 
そして右の要件を具備した帳簿及び請求書等を保存しない場合には、当該保存がない課
税仕入又は課税貨物に係る課税仕入等の税額については適用しない、と規定する（消法 30
条 7 項）14。なお、これら帳簿等については、消費税法は、原則的に 7 年間の保存義務を
課している（消法 30 条 10 項、消令 50 条 1 項）。 
 
第 3 節 帳簿方式導入の背景 












                                                   
13 消費税法施行令 49 条 4 項において小売業、飲食店業、写真業及び旅行業（1 号）、道路
運送業に規定する一般乗用旅客自動車運送事業（いわゆる電車代等の運賃及び料金）（2 号）、
駐車場業（3 号）、前 3 号に掲げる事業に準ずる事業で不特定かつ多数の者に資産の譲渡等を
行うもの（4 号）を行う事業に係る請求書については、書類の交付を受ける当該事業者の氏名
又は名称については記載不要としている。 
14 課税仕入れに係る対価の額の合計額が 3 万円未満である場合には、帳簿のみの保存でよい
こととされている（消法 30 条 7 項、消令 49 条 1 項 1 号）。 
15 水野勝「わが国における一般的な消費課税の展開」『公法学の法と政策（上）』（有斐閣・2000
年）参照。 
16 1988 年 7 月 29 日『第 113 回国会における竹下内閣総理大臣所信表明演説』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1988/s63-shiryou1-5.htm（2013 年 12 月 30 日
アクセス） 
17 国税局職場研修用テキスト『消費税一問一答』（1989 年）2-3 頁。 

















                                                   
19 自由民为党税制調査会編『前掲書（注 18）』173 頁。 
20 同上、189 頁。 






























に係る支払対価の額に 105 分の 4 を乗じて算出した金額をいう25。）及び当該課税期間中に
保税地域から引き取った課税貨物（他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるも
のを除く。）につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に相当する額を除く。）
の合計額を控除するとされている（消法 30 条 1 項）。 







この規定にある帳簿ついての記載事項は、消費税法 30 条 8 項において、請求書等の記
載事項については、同条 9 項において規定されている。請求書等の保存がない場合であっ
ても消費税法施行令 49条 1 項 1号に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が 3
万円未満である場合、2 項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が 3 万円以







ついて残余財産が確定した場合には 1 月とする。）を経過した日から 7 年間、これを納税
地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地に保存しなけれ
                                                   



















を巡る問題は複雑になる。この問題については、第 3 章で考察していく。 
 
















148 条 1 項・法法 126 条 1 項）。また、当該書類は、その納税地等に 7 年間保存しなけれ
ばならない（所規 63 条・法規 59 条）。そして、税務署長は、これらの帳簿書類の備付け、
記録又は保存が所得税法 148 条 1 項（法人税の場合には法法 126 条 1 項）に規定する財務
省令で定めるところに従っていない場合には青色申告の承認を取り消すことができるとし
ている（所法 150 条 1 項・法法 127 条 1 項）。 
このように、青色申告制度を適用するためには、帳簿等の保存の要件を満たす必要があ
り、帳簿等の保存がない場合には青色申告承認の取消事由に該当する。このような条文構










東京地裁平成 3 年 1 月 31 日判決29においても、青色申告者が帳簿書類の提示を拒否した
ため、その備付け等が正しく行われているか否かを税務署長が確認できないときも、所得





                                                   
27 青色申告承認取消処分に係る事例として、東京地裁昭和 55 年 3 月 13 日判決（昭和 52 年
（行ウ）第 305 号）『TKC 法律情報データベース』文献番号 21068820、東京高裁昭和 56 年
10 月 21 日判決（昭和 55 年（行コ）第 22 号）『TKC 法律情報データベース』文献番号 21074980、
津地裁昭和 55 年 6 月 19 日（昭和 51 年（行ウ）第 8 号）『TKC 法律情報データベース』文献
番号 21070050 等がある。 
28 石島「前掲論文（注 24）」15 頁。 
29 東京地裁平成 3 年 1 月 31 日判決（平成元年（行ウ）37 号・72 号）『TKC 法律情報データ



































第 2 章 消費税推計課税の可否 
 






















                                                   
30 最高裁第二小法廷昭和 39 年 11 月 13 日判決（昭和 38 年（オ）第 725 号）『TKC 法律情報
データベース』文献番号 21020100。 
31 西山由美「消費税における推計課税の可否」（税研 148 号・第 25 巻第 3 号・2009 年）214
頁。 


















しかし、消費税法案の段階から、仕入税額控除の適用は、消費税法 30 条 7 項の要件を
充足しない限り、推計による税額控除をも認めないとする解釈から生ずる問題が既に懸念














ウプ勧告 50 年の軌跡と課題 租税法研究 第 28 号』（有斐閣・2000 年）14 頁。 
34 平山紀美子「推計課税の必要性・合理性、実額反証の成否、消費税法 30 条 7 項の意義」（税
経通信・第 57 巻第 2 臨時増刊号）114 頁。 
35 日本税法学会運営委員会「消費税法案に対する当学会各地区意見書」（税法学・第 452 号・
1998 年）16、20、22、25 頁。日本税法学会運営委員会「消費税法案に対する当学会各地区確
定意見書」（税法学・第 453・1988 年）25、26、29、39 頁等参照。 
36 清永敬次『税法〔第 6 版〕』（ミネルヴァ書房・2005 年）172 頁。 






























                                                   
38 消費税法 28 条では、課税標準は、「課税資産の譲渡等の対価の額」と規定しているが、本
稿では便宜上「売上高」と記載する。 






るし、売上がある以上対応する仕入れがあるのが原則であり、30 条 1 項だけでは推計によ
る仕入税額控除の余地も出てくることになりかねない。そこで、法は 30 条 7 項で課税仕
























                                                   
40 占部『前掲書（注 23）』522 頁。 































                                                   
42 三木義一「帳簿不提示と消費税の仕入税額控除否認の関係～ドイツ売上税法の判例を素材























も、消費税が付加価値に課する税であることを重視することにより、消費税法 30 条 7 項
は仕入税額の実額控除を否定しているにすぎず、推計による仕入税額控除は認められると
                                                   
43 田中治「現行消費税の問題点と改正の方向性」（税務弘報・第 49 巻第 8 号・2001 年）23
頁。 
44 同様の意見として、清永『前掲書（注 36）』172 頁、福重利夫「帳簿等の保存義務違反と




力説にはかなりの説得力があろう」と述べられている。高橋祐介「消費税法 30 条 7 項の『帳
簿又は請求書等を保存しない場合』の意義」（岡山大学法学会雑誌・49 巻 1 号）264 頁。 
46 田中治「消費税改革の法的問題点」（法律時報・第 67 巻第 3 号）」18 頁。 









による仕入税額控除も認められるべきであるとし、同法 30 条 7 項は、実額による仕入税
額控除の適用のみを制限したものと解すべきとされている。 
占部教授は、「消費税法 30 条 1 項において、納税義務者は仕入税額控除の権利を付与さ
















を認めないのであろうか。簡易課税の場合の仕入税額控除は、消費税法 30 条から 36 条の
規定にかかわらず適用するとの規定であるから、帳簿等の保存がなくても仕入税額控除が
                                                   
48 占部『前掲書（注 23）』513-553 頁。 
49 同上、 525 頁。 


















のところであるが、その売上税法の制定について、税制調査会が昭和 61 年 10 月 28 日に
行った、「税制の抜本的見直しについての答申」及びその答申に基づく「売上税法案」並び










                                                   
51 福重「前掲論文（注 44）」238 頁。 
52 吉良「前掲論文（注 32）」8 頁。また、田中治教授も、「88 年の消費税の導入時において
も、91 年の改正法においても、その旨の立法者の意思は全く示されていない」と述べられてい





























求されていることから（消法 30 条 7 項）、帳簿等の保存がなければ仕入税額控除が否認さ
れるのは当然であり、推計による仕入税額控除も認められないと考える。第 2 項③の簡易
課税制度との整合性の問題については、そのような両者の取扱いに差が生じることが、不
                                                   




























                                                   





と今後の課題」（税理・第 51 巻第 7 号）83-84 頁。 
21 
 
第 3 章 消費税法 30 条 7 項における「保存」の意義 
 
第 1 節 問題の所在 
 我が国の消費税は、消費税法 30 条 1 項で「課税標準額に対する消費税額」から「課税











これらの論点については、大阪地裁平成 10 年 8 月 10 日判決、津地裁平成 10 年 9 月 10
日判決、東京地裁平成 10 年 9 月 30 日判決の 3 つの代表的な判決がある。これらの判決で






                                                   
56 平成 9 年 3 月 31 日までは、「帳簿又は請求書等」の保存が義務付けられていた。平成 6
年の税制改正において、制度に対する信頼性を高める観点から、仕入税額控除の適用要件が
課税仕入れ等の事実を記載した「帳簿及び請求書等」のいずれも保存することに改められた（平
成 6 年 法律第 109 号）。 




点」（税経通信・第 51 巻第 13 号）40-41 頁参照。水野忠恒「誌上税務審議『帳簿及び請求書

























                                                   
58 大島隆夫・木村剛志『消費税法の考え方・読み方〔四訂版〕』（税務経理協会・2004 年）272
頁。 
59 高田具視「消費税の改正について」（税理・第 39 巻第 3 号）157 頁、林訓「仕入税額控除
の要件における『帳簿』の記載内容」（税理・第 39 巻第 15 号）113 頁を参照。 
60 田中「前掲論文（注 46）」13、19 頁。 
61 福重「前掲論文（注 44）」233、236 頁。 
62 石島「前掲論文（注 24）」10、15 頁。大渕「前掲論文（注 39）」36、38 頁。大渕博義「帳
簿等の不提示と仕入税額控除要件の『帳簿等の保存』の意義」（税理・第 41 巻第 15 号）8、13
頁。 
63 金子『前掲書（注 2）』635 頁。 





























                                                   
65 金子『前掲書（注 2）』635 頁。 
66 増井良啓「帳簿不提示と消費税の仕入税額控除」（判例時報・1676 号）164 頁。 
67 大渕「前掲論文（注 62）」12 頁。 
68 同上、13 頁。 


























                                                   
70 石島「前掲論文（注 24）」16 頁。 
71 品川芳宣「帳簿の不提示と仕入税額控除の可否」（TKC 税研情報・第 8 巻第 3 号）21 頁。 
72 西山由美「仕入税額控除と法定帳簿等の保存」（税務事例・第 32 巻第 9 号）5 頁。 
73 大渕教授、石島教授とは異なる为張として、北野弘久教授は、青色申告承認取消の場合に
は単に青色申告としての「特権」の保護を受けられなくなるのにとどまるのに対し、消費税法
30 条 7 項の場合には、同項による仕入税額控除の否認それ自体が付加価値税としての消費税
の本質の否定につながると述べられている。北野弘久「消費税法 30 条 7 項の仕入税額控除の
否認」(税理・第 39 巻第 4 号)191 頁。 
74 田中「前掲論文（注 43）」22 頁、田中「前掲論文（注 46）」18 頁。 










第 3 節 不提示と保存に関する問題 
 ここでは、帳簿等の不提示が仕入税額控除の適用要件である帳簿等を保存していない場
合に該当するか否かという論点について「不提示＝不保存」説、「適法な税務調査における










税務調査において確認する必要があり、消費税法 30 条 7 項にいう「保存」とは、帳簿等
が税務調査の際に「提示」されることを当然に予定しているとするものである。津地裁平
成 10 年 9 月 10 日判決がその代表的な裁判例である。 
 
〈津地裁判決（平成 10 年 9 月 10 日77）〉 






77 津地裁平成 10 年 9 月 10 日判決（平成 6 年（行ウ）第 9 号）『TKC 法律情報データベース』




コーヒー豆卸売業を営む原告 X は、平成元年 5 月 1 日から平成 2 年 4 月 30 日までの課
税期間（以下、平成 2 年 4 月期という）、平成 2 年 5 月 1 日から平成 3 年 4 月 30 日までの
課税期間（以下、平成 3 年 4 月期という）、及び平成 3 年 5 月 1 日から平成 4 年 4 月 30
日までの課税期間（以下、平成 4 年 4 月期という）の各年度の消費税額について、各法定
申告期限までに確定申告を行い、納付すべき税額を納付した。（平成 2 年 4 月期について、
課税標準額 5 億 1,580 万円余・消費税額 1,547 万円余・控除税額 1,277 万円余・納付すべ
き税額 270 万円余。平成 3 年 4 月期について、課税標準額 4 億 2,213 万円余・消費税額
1,266 万円余・控除税額 1,015 万円余・納付すべき税額 250 万円余。平成 4 年 4 月期につ
いて、課税標準額 4 億 1,582 万円余・消費税額 1,247 万円余・控除税額 996 万円余・納付
すべき税額 251 万円余）。これに対して、被告 Y 税務署長は、税務調査において税務職員
から帳簿又は請求書等の適法な提示要請があったにもかかわらず、X はこれを提示せず、
したがって消費税法（平成 6 年法律第 109 号による改正前のもの。）30 条 7 項にいう「課
税仕入れ等の税額控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に該当するとして、前
記確定申告額のうち、課税仕入れに係る控除税額をいずれも 0 円とする更正処分及び過尐













                                                                                                                                                          
びいわゆる訴訟段階における帳簿等の後出しによる仕入税額控除の適用の可否」（税経通信・









③  消費税法施行令 50 条 1 項は、帳簿又は請求書類を整理して保存することと規定して
おり、他人に提示することを予定していると考えられること。消費税法 30 条 8 項、9
項 1 号の規定は、適法な税務調査において税務職員が、帳簿等の記載から課税仕入れ
に係る消費税額の調査、確認を行うためにあること。同令 50 条 1 項は、帳簿等の保存
場所を納税地等に限定し、保存期間を 7 年間と規定しているが、これは、課税庁の課




らず（所法 148 条 1 項）、これが行われていない場合には税務署長は青色申告の承認を
取り消すことができる（所法 150 条 1 項 1 号）。同法にいう「保存」の意義については、
税務職員の適法な提示要求に対して、正当な理由なく帳簿書類の提示を拒否した場合
には、所得税法 150 条 1 項 1 号にいう「帳簿書類の備付け、記録又は保存がない場合」




























②  「保存」と「提示」は明らかに異なる概念である。消費税法 30 条 7 項は、消費税た
















機能は消費税法 68 条（10 万円以下の罰金）による罰則のみで十分である。 



































本件は、税務調査時に帳簿等を提示しなかったことが、消費税法 30 条 7 項が規定する
帳簿等の「保存」がない場合に当たるか否かが争点となった事案である。 






















                                                   
78 高「前掲論文（注 77）」88-89 頁。 
79 三木「前掲論文（注 75）」19 頁。 
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控除は可能であるとする説である。東京地裁平成 10 年 9 月 3 日判決をはじめ多くの裁判
例が採用するものである。 
 
〈東京地裁判決（平成 10 年 9 月 30 日80）〉 
1.事実の概要 
建築工事業を営む原告 X は、平成 2 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの課税期間にかか
る消費税について、消費税法 2 条 1 項 3 号の個人事業者にあたる。X は、本件課税期間に
かかる消費税について申告しなかった。これに対して、被告 Y 税務署長は、平成 4 年 1 月
31 日付で、納付すべき税額を 178 万円余とする決定、及び、無申告加算税賦課決定をし
た。本件処分の計算は、一方で、推計によって算出された平成 2 年分の所得税の総収入金
額をもって、本件課税期間における課税売上額と認定し、他方で、消費税法 30 条 7 項を















                                                   
80 東京地裁平成 10 年 9 月 30 日判決（平成 6 年（行ウ）第 229 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28033031。評釈として、増井良啓「消費税法 30 条 7 項にいう『保存』の意義」
（ジュリスト 1161 号・1999 年）204 頁、辰巳浩一「帳簿不提示と仕入税額控除」（税研 106
号・2002 年）172 頁、本田望「仕入税額控除の要否」（税経通信・第 57 巻 2 号）101 頁、高

















税制改革法 10 条 2 項が「消費税は、事業者による商品の販売、役務の提供等の各段階
において課税し、経済に対する中立性を確保するため、課税の累積を排除する方式による」
と規定していることからすれば、消費税の二重課税は極力排除されなければならず、仕入




































































裁平成 10 年 8 月 10 日判決が代表例である。 
 
〈大阪地裁判決（平成 10 年 8 月 10 日85）〉 
                                                   
81 増井「前掲論文（注 66）」205 頁。加島康宏「仕入税額控除における帳簿等の『保存』の
意義（3）」（税理・第 43 巻第 12 号）196 頁。 
82 増井「前掲論文（注 66）」206 頁。 
83 辰巳「前掲論文（注 80）」174 頁。 
84 三木「前掲論文（注 75）」19-20 頁。 
85 大阪地裁平成 10 年 8 月 10 日判決（平成 7 年（行ウ）第 25 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28033029。評釈として、高橋「前掲論文（注 45）」256-258 頁、品川「前掲




電気配線工事業を営む白色申告者である原告 X は、平成 3 年 1 月 1 日から同年 12 月 31
日までの課税期間に係る消費税について、法定申告期限経過後である平成 4 年 10 月 5 日、
課税標準額を 4,871 万円余、課税仕入額を 4,311 万円余、納付すべき税額を 25 万円余と
する期限後申告をし、同月 15 日、当該消費税額を納付した。これに対し、Y 税務署長は、
X が税務調査において消費税に関する帳簿書類等の提示を求められたにもかかわらず、税
理士資格のない第三者の立会いを为張して結局帳簿書類等の提示を行わなかったのである
から、消費税法（平成 3 年法律第 73 号による改正前のもの。）30 条 7 項の「課税仕入れ
等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を保存しない場合」に該当するとして、平成 4 年
11 月 4 日、X の本件課税期間に係る消費税について、課税標準額を 4,730 万円余、納付す




①  X が税務調査において帳簿等を提示するに至らなかったのは、消費税法（平成 3 年
改正前のもの。）30 条 7 項の「課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等を
保存しない場合」に該当するから、本件課税期間において課税仕入れに係る消費税額
の控除の適用はない。 
②  X の本件課税期間における課税売上高は 6,000 万円未満であるから、消費税法 40 条
1 項に基づいて、55 万円余の限界控除税額の控除がある。 
















































































第 4 節 最高裁判決 
 このように、下級審判決で見解が相違していた問題につき、最高裁は 2 つの判決を示し
た。 
 
第 1 項 判例 1（最高裁平成 16 年 12 月 16 日88）  
1.事実の概要 
大工工事業を営む個人事業者である原告 X は、平成 2 年 1 月 1 日から同年 12 月 31 日
までの課税期間の消費税について確定申告をしなかった。また、X は、昭和 63 年分、平
成元年分及び同 2 年分の所得税についてそれぞれ確定申告をしたが、その申告書に事業所
得に係る総収入金額及び必要経費を記載せず、その内訳を記載した書類を添付しなかった。 
被告 Y 税務署長は、X が本件課税期間について納めるべき消費税の税額を算出するなど
のため、X の事業に関する帳簿書類を調査することとした。 








第 109 号による改正前のもの。）30 条 1 項により控除される課税仕入れに係る消費税額と
認め、その余の課税仕入れについては、同条 7 項が規定する「事業者が当該課税期間の課
                                                   
86 品川「前掲論文（注 71）」22 頁。 
87 三木「前掲論文（注 75）」20 頁。 
88 最高裁第一小法廷平成 16 年 12 月 16 日判決（平成 13 年（行ヒ）第 116 号）『TKC 法律情
報データベース』文献番号 28100112。評釈として、高世三郎（ジュリスト 1299 号・2005 年）





4年 3月 4日付けをもって消費税増額更正処分及び無申告加算税の賦課決定処分を行った。 


































































み、妨げ、又は忌避した者に対しては罰則が定められていて（消法 68 条 1 号）、税務
署長が適正に更正処分等を行うことができるようにされている。 
②  消費税法 30 条 7 項は、消費税法 58 条の場合と同様に、当該課税期間の課税仕入れ
等の税額の控除に係る帳簿又は請求書等が税務職員による検査の対象となり得ること
を前提にしているものであり、事業者が、国内において行った課税仕入れに関し、消











③  以上によれば、事業者が、消費税法施行令 50 条 1 項の定めるとおり、消費税法 30
条 7項に規定する帳簿又は請求書等を整理し、これらを所定の期間及び場所において、
消費税法 62条に基づく税務職員による検査に当たって適時にこれを提示することが可



































                                                   
89 前橋地裁平成 12 年 5 月 31 日判決（平成 7 年（行ウ）第 4 号）『TKC 法律情報データベー
ス』文献番号 28090269。 












第 2 項 判例 2（最高裁平成 16 年 12 月 20 日92） 
1.事実の概要 
被上告人 X 税務署長所属の調査官は、平成 8 年 11 月に産業廃棄物の収集業等を営む上
告人 Y 社の税務代理をしている Z 税理士に税務調査の事前通知をした。 
Z 税理士は Y 社に連絡した上で調査官に平成 9 年 1 月以降にしてほしいと伝えたが、調
査官はこれを無視して当初の日程どおり Y 社に臨場したことから Z 税理士は態度を硬化さ
せ、その後は膠着状態に至り実地調査に着手できない状態が平成 10 年 2 月まで継続した。 
X 税務署長は Y 社に対し、平成 8 年 4 月期及び平成 9 年 4 月期の消費税及び地方消費税
の申告について、帳簿等の提示がなくその保存がないものと認められるとして、仕入税額
控除を否認し 2 期分を合わせ約 1,900 万円の増額更正処分及び過尐申告加算税の賦課決定








                                                   
91 福家俊郎「帳簿不提示と仕入税額控除」『租税判例百選第 4 版』（有斐閣・2005 年）168 頁。
岩品信明「帳簿不提示と仕入税額控除」『租税判例百選第 5 版』（有斐閣・2011 年）162 頁。 
92 最高裁第二小法廷平成 16 年 12 月 20 日判決（平成 16 年（行ヒ）第 37 号）『TKC 法律情
報データベース』文献番号 28100110。評釈として、菅納敏恭「消費税仕入税額控除の可否と






























































法人税法 127 条 1 項 1 号は、当該事業年度に係る帳簿書類の備付け、記録又は保存が





















法 30 条 7 項は、当該課税期間の課税仕入れに係る帳簿書類又は請求書等を保存しない
場合には、同条 1 項による仕入税額控除の規定を適用しないものとしているが、この








































                                                   
93 静岡地裁平成 14 年 12 月 12 日判決（平成 12 年（行ウ）第 2 号）『TKC 法律情報データベ
ース』文献番号 28102525。 

























































第 5 節 実務上の取り扱い 



































税額控除は「特典」ではなく「権利」であると捉えている。消費税法 30 条 7 項は帳簿等
の保存は、手続的要件を定めたにすぎないものと考えられ、これに違反するときは罰則規
                                                   
95 占部『前掲書（注 23）』517 頁。 
96  平川忠雄・山本守之・駒野定吉「（鼎談会）改正消費税の具体的内容と留意点」税経通信・
第 51 巻第 13 号）21 頁参照。山本「前掲論文（注 57）」40-41 頁参照。 





















いうことにはならない。消費税法 30 条 7 項のおかれた趣旨・目的に照らし、「保存」の意
味を確定することは、十分に可能である。消費税法 30 条 7 項が帳簿等の保存を要求する
趣旨は、正確に課税仕入れの取引事実を把握するためであるといえる。消費税において税
                                                   
98 三木義一・田中治・占部裕典『（租税）判例分析ファイルⅢ 相続税・消費税編』（税務経










れている。金子『前掲書（注 2）』110 頁。清永『前掲書（注 36）』36 頁。北野弘久編『現代税
法講義〔五訂版〕』（法律文化社・2009 年）15 頁。 






















税法 30 条 7 項で仕入税額控除の要件として帳簿の保存を要求した意味が失われることに
なる。そのため文理解釈では問題があるといえよう。 







                                                   
102 高橋「前掲論文（注 45）」270 頁。 































                                                   
104 同様の見解に、北野弘久教授等がいる。北野「前掲論文（注 73）」192 頁。 










ないと解することもできるが、この点についていえば、消費税法 30 条 7 項の規定の解釈
からして問題がある。仕入税額控除の行使には帳簿等の保存が前提となっている。課税期
間の末日の翌日から 2 カ月を経過した日から 7 年間保存することとなっていること（消法



















                                                   

















巡る問題については様々な解釈があり、消費税法 30 条 7 項の趣旨をそれぞれに解釈、判
断している点は、同項の帳簿等の「保存がない場合」の文言の曖昧さに起因しているとい
える。 
2013 年 10 月 1 日の閣議決定により、2014 年 4 月から消費税率は 8％に引き上げられる






                                                   
107 『消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について』（平成 25 年 10 月 1 日
閣議決定）http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/016.htm（2013 年 12 月 30
日アクセス） 
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